
参考４

罰則規定について

○住民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）

第五十条 偽りその他不正の手段により、第十一条第一項の規定による住民基本台帳の一部

の写しの閲覧をし、第十二条第一項若しくは第二項の住民票の写し若しくは住民票記載事

項証明書の交付を受け、第二十条第一項の戸籍の附票の写しの交付を受け、又は第三十条

の三十七第二項の規定による開示を受けた者は、 に処する。十万円以下の過料

○個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）

（利用目的による制限）

第十六条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特

定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。

２・３ （略）

（適正な取得）

第十七条 個人情報取扱事業者（注１）は、偽りその他不正の手段により個人情報を取得し

てはならない。

（勧告及び命令）

第三十四条 主務大臣は、個人情報取扱事業者が第十六条から第十八条まで、第二十条から

第二十七条まで又は第三十条第二項の規定に違反した場合において個人の権利利益を保護

するため必要があると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中

止その他違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を勧告することができる。

２ 主務大臣は、前項の規定による勧告を受けた個人情報取扱事業者が正当な理由がなくて

その勧告に係る措置をとらなかった場合において個人の重大な権利利益の侵害が切迫して

いると認めるときは、当該個人情報取扱事業者に対し、その勧告に係る措置をとるべきこ

とを命ずることができる。

３ 主務大臣は、前二項の規定にかかわらず、個人情報取扱事業者が第十六条、第十七条、

第二十条から第二十二条まで又は第二十三条第一項の規定に違反した場合において個人の

重大な権利利益を害する事実があるため緊急に措置をとる必要があると認めるときは、当

該個人情報取扱事業者に対し、当該違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措

置をとるべきことを命ずることができる。

六月以下の懲第五十六条 第三十四条第二項又は第三項の規定による命令に違反した者は、

に処する。役又は三十万円以下の罰金

（注１）適用対象について

・ 個人情報取扱事業者」には、一般私人（事業の用に供しない者 、小規模事業者（事業の用に供「 ）

する個人情報によって識別される特定の個人の数の合計が過去６月以内のいずれの日においても

５，０００を超えない者）は含まれない（個人情報の保護に関する法律施行令第２条 。）

・報道、著述、学術研究、宗教活動、政治活動の用に供する目的で個人情報を取り扱う報道機関、

著述を業として行う者、学術研究機関等、宗教団体、政治団体については、それらの者に対して

個人情報を提供する行為に関して主務大臣の権限の行使が制限されている（個人情報の保護に関

する法律第３５条第２項）ほか、個人情報取扱事業者の義務等の適用が除外されている（同法第

５０条第１項 。）
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○行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十八号）

（従事者の義務）

第七条 個人情報の取扱いに従事する行政機関の職員若しくは職員であった者又は前条第二

項の受託業務に従事している者若しくは従事していた者は、その業務に関して知り得た個

人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

第五十三条 行政機関の職員若しくは職員であった者又は第六条第二項の受託業務に従事し

ている者若しくは従事していた者が、正当な理由がないのに、個人の秘密に属する事項が

記録された第二条第四項第一号に係る個人情報ファイル（その全部又は一部を複製し、又

は加工したものを含む ）を提供したときは、 に処。 二年以下の懲役又は百万円以下の罰金

する。

第五十四条 前条に規定する者が、その業務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは

一年以下の懲役又は五十第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、

に処する。万円以下の罰金

第五十五条 行政機関の職員がその職権を濫用して、専らその職務の用以外の用に供する目

的で個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、

に処する。一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金

第五十七条 偽りその他不正の手段により、開示決定に基づく保有個人情報の開示を受けた

者（注２）は、 に処する。十万円以下の過料

（注２）開示請求をすることができるのは、当該行政機関の自己を本人とする保有個人情報のみであ

る（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律第１２条 。）
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